
二級河川石津川水系の治水手法案について 

平成24年8月31日（金） 

平成24年度 

第3回河川整備委員会 

資料１ 
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○ JR阪和線・津久野駅周辺の浸水状況【石津川：65ミリ程度対策河道】 

■氾濫解析結果（浸水深）対象降雨：80ミリ程度【対策案：河川改修】 

○ 津久野駅及び駅周辺の線
路は盛土化されているため、
鉄道の運行に支障はない。
ただし、改札口などは地上
に設置されているため浸水
の影響を受ける可能性があ
る。 

○ 津久野駅周辺に地下街は
ない。 

○ おおとり地下道（ときは
ま線のアンダーパス箇所）
の浸水が想定されるが、迂
回路の確保は可能である。 

お
お
と
り
地
下
道 

20cm程度の浸水 

※ 1地点毎破堤の氾濫状況の重ねあわせ 

☆道路管理者、鉄道会社への適切な
情報提供、連携に努める 
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○ 石津川の浸水状況と用途地域【石津川：65ミリ程度対策河道】 

■氾濫解析結果（浸水深）対象降雨：80ミリ程度【対策案：河川改修】 

※ 1地点毎破堤の氾濫状況の重ねあわせ 
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○ 和田川の浸水状況と用途地域【和田川：65ミリ程度対策河道】 

■氾濫解析結果（浸水深）対象降雨：80ミリ程度【対策案：河川改修】 

※ 1地点毎破堤の氾濫状況の重ねあわせ 



1. 治水手法の設定 

治水手法の抽出（１次選定） 

＜評価のポイント＞ 

以下の観点から治水代替案、もしくは今後検討を進めていくべき治水手
法を抽出 

・流域の特性、治水上・利水上の特性 
・実現性  
・環境上の問題点・社会への影響（著しい悪影響）  

 

代替案比較（２次選定） 

＜評価のポイント＞ 

・安全性 安全度の確保 

・コスト 費用（事業費、維持管理費用） 

・持続性 持続可能か 

・地域社会への影響 事業地及びその周辺への影響 

・環境への影響 水環境、動植物・生態系への影響 

今後検討を進めていくべき治水手法 

実現性はあるが、現時点では効果を定量
的に評価することが困難な手法、実現ま
でに時間を要する手法を抽出 

実現性があり、被害軽減効果を定
量的に評価可能な案を抽出 

治水対策の決定 

治水手法の検討は 下図に示すフローに従うものとし、まず始めに考えられる一般的な手法を抽出し、各手法から
石津川流域に対応可能な手法を選定する。 
次に選定した手法について具体的な対策方法について検討を行い、最適案を決定する。 

5 



●一般的に考えられる治水手法の抽出と石津川流域での適用性について整理を行う。 
 なお、石津川流域は 
  ①流域のほとんどが市街化されており、水田や森林の占める割合は小さい。 
  ②流域の中上流部は農地と宅地が混在しているが、氾濫原となる下流部は密集市街地 
   となっており、両岸に人家が連担している。 
  ③流域内にはため池が多く存在する。 
  ④全区間時間雨量５０ミリ対応で改修済み。 
  ⑤治水目標は65ミリ程度対応としている。 
 以上のことを考慮し、石津川の時間雨量65ミリ程度対応について、実現可能な治水方法
について整理する。 
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 ●抽出された治水手法（５手法） 

  遊水地、放水路、河道の掘削、雨水貯留施設（公共施設）、雨水貯留施設（ため池） 

 ●今後検討する治水手法（５手法） 

  決壊しづらい堤防、雨水浸透施設、土地利用規制（建築規制）、 

  洪水の予測・情報の提供等、水害保険等 

1. 治水手法の設定（石津川） 
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● 抽出された治水手法の概要 

1. 治水手法の設定（石津川） 

手法 概要 実現性・影響 定量的な評価 

遊水地 
（案①） 

・和田川沿いの農地に遊水地を設置し、下
流河川の流量を低減する。 
・流下能力が不足する箇所は河川改修を
行う。 

・実現可能。 
・遊水地の用地買収に多額の費用が必要。 
・農地に限定した用地買収で対応出来れば、
社会的影響は抑えられる。 

下流の流量低減による
評価が可能である。 

放水路 
（案②） 

・石津川と堺泉北有料道路の交点から取
水し、堺泉北有料道路の下を通って海へ
排水するトンネル放水路を建設する。 

・実現可能。 
・放水路や排水機場の建設に多額の費用が
必要。 
・シールド工法を適用すれば、社会的影響は
抑えられる。 

下流の流量低減による
評価が可能である。 

河道の掘削 
（案③） 

・河床掘削により河積拡大を図り、流下能
力を確保する。 

・実現可能。 
・用地確保が必要ないため社会的影響が小さ
く、実現性が高い 

流下能力向上による評
価が可能である。 

雨水貯留施設 
（公共施設） 
（案④-1） 

・学校のグラウンドに洪水調節機能を付加
したり、公共施設の地下に貯留施設を建
設することで、下流河川の流量を低減。 
・流下能力が不足する箇所は河川改修を
行う。 

・実現可能。 
・用地確保が必要ないため社会的影響が小さ
く、実現性が高い 

 

下流の流量低減による
評価が可能である。 
 

雨水貯留施設 
（ため池） 
（案④-2） 

・将来的な保全が見込まれるため池に洪
水調節機能を付加することで、下流河川
の流量を低減。 
・流下能力が不足する箇所は河川改修を
行う。 

・実現可能。 
・治水機能を維持するためには、ため池の買
い取り、合意形成等が必要となる。 
・既存施設を利用するため、社会的影響は小
さい。 

下流の流量低減による
評価が可能である。 
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● 今後検討する治水手法の概要 

1. 治水手法の設定（石津川） 

手法 概要 実現性 効果 

決壊しづらい 
堤防 

・堤防断面の確保や遮水等の対策
を行うことで、堤防の安全性を高
める。 

・河川沿いに家屋が近接しているため、
工法や施工上の制約は多いが、実現
性は高い。 

・流下能力の向上は見込めず、氾
濫は回避できないが氾濫までの
時間を稼ぐことができ、人命被害
の軽減につながる 

雨水浸透施設 
・市街地に雨水浸透桝を設置する
ことで、流出抑制を行う。 

・住民負担、協力が必要であり、継続さ
せるためには助成金等の補助が必要。 

・継続的な取り組みが実施されれ
ば、下流の流量低減につながる 

土地利用規制 
（建築規制） 

・氾濫の危険性の高い箇所に災害
危険区域指定などを行い家屋に
対し、浸水に強い構造とするよう
に制限を行う。 

・家屋の建て替え等のタイミングに合わ
せて家屋の嵩上げ等が行われることに
なるため、また、対象となる区域内の家
屋が多いため、実現までには非常に長
期間を要する。 

・流下能力の向上は見込めず、氾
濫は回避できないが家屋や人命
の被害を軽減することは可能 

洪水の予測、 
情報の提供等 

・住民が的確で安全に避難できる
ように洪水の予測や情報の提供
などを行い被害の軽減を図る。 

・洪水リスク表示図を公表済み 
・家屋等の資産被害は軽減できな
いが、人命の被害を軽減するこ
とは可能 

水害保険等 
・家屋、家財等の資産について、
水害に備えるための保険制度。 

・普及のためには、減税措置、助成制度
等が必要 
（民間の火災保険等の特約として現時
点で存在） 

・氾濫を回避できないが個人資産
の損失を補填できる 
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1. 治水手法の設定（石津川） 

案① 石津川 遊水地 
 （65ミリ程度対策） 

・支川和田川の農地等に遊水地を設置し、下流河川の流量を低減する 

遊水地諸元 

面積(ha） 容量（千m3)

65mm対策 19 513

80mm対策 32 1,233

和田川遊水地候補地 

遊水地 

遊水地 

遊水地候補箇所付近航空写真 

遊水地 

3.00m 

和田川 
遊水地 

3.00m 

H.W.L 

越流堤 
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1. 治水手法の設定（石津川） 

案② 石津川 放水路 
 （65ミリ程度対策） 

・石津川から取水し、道路下に建設したトンネル放水路で海に排出する。 
・放水路の下流端には排水機場を設ける。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   

Φ=4,500mm L=6,300m 

陶器川 

    放水路（65mm） 

堺泉北有料道路 

放水路 

Φ=4500mm 

泉大津美原線 泉大津美原線 
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1. 治水手法の設定（石津川） 

案③ 石津川 河道の掘削 
 （65ミリ程度対策） 

・河床を掘り下げることで河積を確保する 

H.W.L 

0
.9

m
 

    改修必要区間（65mm） 



・流域内のため池のうち、将来的な保全が見込まれるため池(※)を流域貯留施設候補として抽出 
・ため池に洪水調節機能を付加することで、下流河川の流量を低減 
・ため池改良後においても、流下能力が不足する箇所は河川改修（河道の掘削）を行う 
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1. 治水手法の設定（石津川） 

案④-1、2 石津川 雨水貯留施設＋河道の掘削 
 （65ミリ程度対策） 

H.W.L 

0
.7

m
 

（※)市等の公的機関が所有しており、治水活用に伴う管理、運用面で覚え書きが交わせる可能性の高いため池 

    改修必要区間（65mm） 

●雨水貯留施設のうち、貯留量が安価に確保できるため池活用案について検討 
  ・公共施設（グラウンド利用案） 65.7億円（貯留量約859千m3確保） 
  ・ため池活用             8.4億円（貯留量約859千m3確保） 
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1. 治水手法の設定（石津川） 

13 

・流域内のため池のうち、将来的な保全が見込まれる
ため池を流域貯留施設候補として抽出 
・ため池の天端高-余裕高（0.6mと設定）と余水吐敷高
との間の容量を治水容量として使用 

■流域貯留施設として考慮するため池 

ため池位置図 

ため池の洪水調節容量 

種別 個数（個） 容量（千m3)

① 将来的な保全が見込まれるため池 63 859

② ①以外で管理者や諸元が明らかなため池 129 1,128

③ その他のため池 158 251

350 2,238合計
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1. 治水手法の設定（石津川） 
対策計画案 

項 目 
案① 石津川 遊水地（65ミリ程度対策） 案② 石津川 放水路（65ミリ程度対策） 

対策案の概要 

 

・支川和田川の農地に遊水地を設置し、下流河川の流量を低減する。 

・石津川と和田川から取水し、道路下に建設したトンネル放水路で海

に排出する。 

・放水路の下流端には排水機場を設ける。 
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計画規模の洪水に 

対する効果 
・遊水地よりも下流で流量低減効果が期待できる。 ・放水路よりも下流で流量低減効果が期待できる。 

超過洪水に対する効果 ・超過洪水に対してはほとんど効果が期待出来ない場合がある。 
・地下河川となるため、下流端の排水ポンプ能力以上の洪水への対応

は困難。 

治水効果の持続性 ・平常時利用の形態によるが、遊水後の維持管理が必要である。 
・排水ポンプの更新やトンネルの堆砂・摩耗対策などの維持管理が必

要である。 

地域社会への影響 ・広範囲の農地が喪失するため、農家の生活に影響を及ぼす。 ・シールド工法を適用すれば、地域社会への影響は抑えられる。 

環境への影響 
・川沿いの水田といった現在の環境が喪失し、生態系に影響を及ぼす

可能性がある。 

・トンネルを掘削するため、地下水への影響など、周辺環境への影響

が懸念される。 

流水の正常な機能の 

維持への影響 
・洪水時のみの貯留なので現状で維持される。 ・洪水時のみのバイパスなので現状で維持される。 

施工性 ・特に問題はない。 ・排水機場用地の確保が必要である。 

概算事業費 176.1億円 363.0億円（放水路 187.5億円＋排水機場 175.5億円） 
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1. 治水手法の設定（石津川） 
対策計画案 

項 目 
案③ 石津川 河道の掘削（65ミリ程度対策） 案④-1、2 石津川 雨水貯留施設＋河道の掘削 （65ミリ程度対策） 

対策案の概要 
・河積拡大により流下能力を確保する。 

・土地利用が高度化されており河床掘削を基本とする。 

・流域貯留により下流河川の流量を低減する。 

・流下能力が不足する箇所は河川改修を行う。 

流量配分図 
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計画規模の洪水に 

対する効果 
・流下能力の向上により効果が期待できる。 ・流域内のため池に治水効果を付加すれば効果が期待される。 

超過洪水に対する効果 ・超過洪水に対しても一定の治水効果が期待できる。 ・超過洪水に対してはほとんど効果が期待出来ない場合がある。  

治水効果の持続性 ・河床洗掘・土砂堆積等に対する維持管理が必要である。 ・治水機能を維持するために買い取り・合意形成等が必要である。 

地域社会への影響 ・現況河道内での改修であるため、地域社会への影響は小さい。 ・既存施設を利用するため、地域への大きな影響はない。 

環境への影響 ・河道内の水生生物等に影響を及ぼす可能性がある。 ・大幅な改築を伴わない範囲で施工すれば影響は抑えられる。 

流水の正常な機能の 

維持への影響 

・現状が維持される。河床形態による必要流量の変化に留意が必要で

ある。 
・洪水時のみの貯留なので現状で維持される。 

施工性 
・一般的な手法であるが、横断構造物の改築が必要になる可能性があ

る。 
・老朽施設の補修を兼ねることができる。 

概算事業費 10.8億円 18.9億円（ため池 8.4億円＋河川改修 10.5億円） 
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2. 治水手法の設定（和田川） 

●一般的に考えられる治水手法の抽出と和田川流域での適用性について整理を行う。 
 なお、和田川流域は 
  ①流域のほとんどが市街化されており、水田や森林の占める割合は小さい。 
  ②和田川沿いには農地が残されており、氾濫原も主に農地である。 
  ③流域内にはため池が多く存在する。 
  ④全区間時間雨量５０ミリ対応で改修済み。 
  ⑤治水目標は65ミリ程度対応としている。 
 以上のことを考慮し、和田川の時間雨量65ミリ程度対応について、実現可能な治水方法
について整理する。 

 ●抽出された治水手法（２手法） 

  堤防の嵩上げ、雨水貯留施設（ため池） 

 ●今後検討する治水手法（５手法） 

  決壊しづらい堤防、雨水浸透施設、土地利用規制、 

  洪水の予測・情報の提供等、水害保険等 
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● 抽出された治水手法の概要 

2. 治水手法の設定（和田川） 

手法 概要 実現性・影響 定量的な評価 

堤防の嵩上げ 
（案①） 

・計画堤防高に対して堤防高が不足
する箇所の堤防整備を行う。 

・実現可能。 
・用地確保が必要ないため社会的影
響が小さく、実現性が高い 

流下能力向上による評価が可能で
ある。 

雨水貯留施設 
（ため池） 
（案②） 

・将来的な保全が見込まれるため池
に洪水調節機能を付加することで、
下流河川の流量を低減。 
・流下能力が不足する箇所は河川改
修を行う。 

・実現可能。 
・治水機能を維持するためには、た
め池の買い取り、合意形成等が必
要となる。 
・既存施設を利用するため、社会的
影響は小さい。 

下流の流量低減による評価が可能
である。 

【和田川における治水手法選定の考え方】 

 ・和田川における堤防の嵩上げは、暫定堤防を完成堤防にするという軽微な対策であり、
地域社会、自然環境に与える影響は小さく、事業費も安価である。 

 ・このため、和田川においては他の治水手法は基本的に選定しない。 

 ・ただし、ため池が多く存在するという流域の特徴に鑑み、ため池による洪水調効果の評
価も行う。 
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● 今後検討する治水手法の概要 

2. 治水手法の設定（和田川） 

手法 概要 実現性 効果 

決壊しづらい 
堤防 

・堤防断面の確保や遮水等の対策
を行うことで、堤防の安全性を高
める。 

・河川沿いに農地が残されているた
め、実現性は高い。 

・流下能力の向上は見込めず、氾
濫は回避できないが氾濫までの時
間を稼ぐことができ、人命被害の
軽減につながる 

雨水浸透施設 
・市街地に雨水浸透桝を設置するこ
とで、流出抑制を行う。 

・住民負担、協力が必要であり、継
続させるためには助成金等の補助
が必要。 

・継続的な取り組みが実施されれば、
下流の流量低減につながる 

土地利用規制 

・浸水頻度や浸水の恐れが高い地
域において土地利用の規制・誘導
により市街化を抑制し、被害の軽
減を図る。 

・市街化の規制に関する法整備が
必要。 

・流下能力の向上は見込めず、氾
濫は回避できないが、家屋や人命
の被害を軽減することは可能 

洪水の予測、 
情報の提供等 

・住民が的確で安全に避難できるよ
うに洪水の予測や情報の提供など
を行い被害の軽減を図る。 

・洪水リスク表示図を公表済み 
・家屋等の資産被害は軽減できな
いが、人命の被害を軽減すること
は可能 

水害保険等 
・家屋、家財等の資産について、水
害に備えるための保険制度。 

・普及のためには、減税措置、助成
制度等が必要 
（民間の火災保険等の特約として
現時点で存在） 

・氾濫を回避できないが個人資産の
損失を補填できる 
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2. 治水手法の設定（和田川） 

案① 和田川 堤防の嵩上げ 
 （65ミリ程度対策） 

・計画堤防高に対して、堤防高が不足する箇所の堤防整備を行う。 

H.W.L 0
.3

0
m

 

    改修必要区間（65mm） 
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2. 治水手法の設定（和田川） 

案② 和田川 雨水貯留施設＋堤防の嵩上げ 
 （65ミリ程度対策） 

・流域内のため池のうち、将来的な保全が見込まれるため池(※)を流域貯留施設候補として抽出 
・ため池に洪水調節機能を付加することで、下流河川の流量を低減 
・ため池改良後においても、流下能力が不足する箇所は河川改修（堤防の嵩上げ）を行う 

（※)市等の公的機関が所有しており、治水活用に伴う管理、運用面で覚え書きが交わせる可能性の高いため池 

H.W.L 0
.3

0
m

 

    改修必要区間（65mm） 
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2. 治水手法の設定（和田川） 

21 

・流域内のため池のうち、将来的な保全が見込まれる
ため池を流域貯留施設候補として抽出 
・ため池の天端高-余裕高（0.6mと設定）と余水吐敷高
との間の容量を治水容量として使用 

■流域貯留施設として考慮するため池 

ため池位置図 

ため池の洪水調節容量 

種別 個数（個） 容量（千m3)

① 将来的な保全が見込まれるため池 63 859

② ①以外で管理者や諸元が明らかなため池 129 1,128

③ その他のため池 158 251

350 2,238合計

※和田川流域内には63個のうち、17個が含まれる（容量111千m3） 
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2. 治水手法の設定（和田川） 
対策計画案 

項 目 
案① 和田川 堤防の嵩上げ（65ミリ程度対策） 案② 和田川 雨水貯留施設＋堤防の嵩上げ （65ミリ程度対策） 

対策案の概要 

 

・計画堤防高に対して、堤防高が不足する箇所の堤防整備を行う。 

 

・流域内のため池のうち、将来的な保全が見込まれるため池を流域貯

留施設候補として抽出 

・ため池に洪水調節機能を付加することで、下流河川の流量を低減 

・ため池改良後においても、流下能力が不足する箇所は河川改修（堤

防の嵩上げ）を行う 

流量配分図 石
津
川

甲斐田川

(149)
150

[150]

(50)
50

[50]

単位：m3/s
(　)：生値
裸字：対象流量
[　]：基本高水
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裸字：対象流量
[　]：基本高水

 

計画規模の洪水に 

対する効果 

・計画堤防高に満たない箇所の軽微な堤防整備だけで被害が解消でき

る。 
・流域内のため池に治水効果を付加すれば効果が期待される。 

超過洪水に対する効果 ・超過洪水に対しても一定の治水効果が期待できる。 ・超過洪水に対してはほとんど効果が期待出来ない場合がある。 

治水効果の持続性 ・定期的な堤防点検と補修が必要である。 ・治水機能を維持するために買い取り・合意形成等が必要である。 

地域社会への影響 ・現況河道周辺での改修であるため、地域社会への影響は小さい。 ・既存施設を利用するため、地域への大きな影響はない。 

環境への影響 ・特にない。 ・大幅な改築を伴わない範囲で施工すれば影響は抑えられる。 

流水の正常な機能の 

維持への影響 
・特にない。 ・洪水時のみの貯留なので現状で維持される。 

施工性 
・一般的な手法であるが、横断構造物の改築が必要になる可能性があ

る。 
・老朽施設（ため池）の補修を兼ねることができる。 

概算事業費 0.3億円 1.9億円（ため池 1.6億円＋河川改修 0.3億円） 
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●雨水貯留施設（ため池活用）による治水対策では、和田川での効果が下流の石津川に対しても
影響を及ぼすため、石津川と和田川での治水対策を一括で評価を行う。 

●この結果、河川改修のほうが事業費は安価となる。 

①河川改修 
②雨水貯留施設＋河川

改修 
備考 

事
業
費 

石津川 10.8億円 18.9億円 

和田川 0.3億円 1.9億円 

石津川+

和田川 
11.1億円 

19.2億円 

（△1.6億円） 
一括で算出 

（河川改修は合算） 

2. 治水手法の設定（和田川） 


